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招集ご通知

証券コード8919
2022年６月13日

株　主　各　位
群 馬 県 桐 生 市 美 原 町 ４ 番 ２ 号

株 式 会 社 カ チ タ ス

代表取締役社長 新 井 健 資

１．日 時 2022年６月28日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都千代田区九段北４丁目２番25号

アルカディア市ヶ谷（私学会館）　５階「穂高」
３．会議の目的事項

報 告 事 項 １. 第44期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報
告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

２. 第44期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 補欠監査役２名選任の件

第44期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第44期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申
しあげます。
　株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、本株
主総会につきましては、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来場はお
控えをいただき、書面又はインターネット等による事前の議決権行使をいただくこと
を強くご推奨申しあげます。
　後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2022年６月27日（月曜日）午後６時まで
に議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

以　上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。

◎インターネットによる開示について
・次の事項は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに
掲載しておりますので、本通知書には記載しておりません。なお、本通知書の添付書類は、監査
報告を作成するに際し、監査役及び会計監査人が監査をした対象の一部であります。
①連結計算書類の「連結注記表」　②計算書類の「個別注記表」

・株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正をすべき事情が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイトにおいて、修正後の事項を掲載させていただきます。

　　　当社ウェブサイト　　http://katitas.jp
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招集ご通知

新型コロナウイルス感染防止への対応について

〈株主様へのお願い〉

・感染リスクを避けるため、昨年度に引き続き株主総会当日のご来場はお

控えをいただき、書面又はインターネット等による議決権行使を強くご

推奨申しあげます。

・感染による影響が大きいとされるご高齢や基礎疾患のある株主様、妊娠

中の株主様は特に慎重なご判断をお願いします。

〈来場される株主様へのお願い〉

・ご来場の株主様におかれましては、ご自身の体調をお確かめのうえ、マ

スク着用などの感染予防にご配慮いただきますようお願い申しあげま

す。

〈当社の対応について〉

・本株主総会会場におきましては、株主総会当日の状況に応じて、運営ス

タッフのマスク着用など、感染予防措置を講じてまいります。なお、会

場の席数が限られており、ご入場いただけない場合がございますので予

めご了承ください。

　今後、株主総会当日までの状況変化とその対応につきましては、当社の

ウェブサイトにてお知らせいたします。〈当社ウェブサイト　http://

katitas.jp〉

　株主の皆様のご理解並びにご協力をお願い申しあげます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してく
ださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面(郵送)で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権

を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を会

場受付にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議

案に対する賛否をご表示のう

え、ご返送ください。

次ページの案内に従って、議

案の賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2022年６月28日（火曜日）

午前10時

2022年６月27日（月曜日）

午後６時到着分まで

2022年６月27日（月曜日）

午後６時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

賛成の場合 「賛」の欄に〇印

反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案・第３号議案

全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

全員反対する場合 「否」の欄に〇印

一部の候補者を

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用

議決権行使

ウェブサイト

ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）およびインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議

決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議

決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワード
を入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力する

ことなく議決権行使ウェブサイトにログインす

ることができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

2

「スマート行使」での議決権行使は
１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、
お手数ですがPC向けサイトへアクセスし、議
決権行使書用紙に記載の「議決権行使コー
ド」・「パスワード」を入力してログイン、再
度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC
向けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを
読み取ってください。

1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

4

議決権行使ウェブサイトにアクセスして
ください。

1

「次へすすむ」
をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使
コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力

実際にご使用に
なる新しいパス
ワードを設定し
てください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）
（受付時間　９：00～21：00）

機関投資家の皆様は、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム
をご利用いただくことが可能です。
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当事業年度の事業の状況

( 2021年４月１日から
2022年３月31日まで )

添付書類

事　 業　 報　 告

第44期

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影

響が長期化する中、ワクチン接種の普及と感染対策が進み、経済活動に回

復の兆しが見られるものの、景気の先行きは依然として不透明な状況が続

いております。

しかしながら、当社グループは、主に地方都市及び都市郊外で営業活動

を行っているため、人口の多い都市部を中心に講じられている新型コロナ

ウイルス感染防止対策の影響は、都市部に比べて限定的であります。

当社グループは、中低所得者層を主な顧客層として「新築」「中古」

「賃貸」に代わる「第四の選択肢」を提供することを目指し、商品化が難

しい築古の戸建物件を取扱い、そのままでは住むことが出来ない状態の物

件にリフォームで価値を足して販売しております。

販売面においては、賃貸住宅にお住まいのファミリー層を中心に「低価

格で高品質の住宅に住みたい」というニーズは底堅く、お客様からの問い

合わせ数は前連結会計年度比で増加しております。お客様からの物件への

引き合いが多いため商談時の値引きや価格の見直しによる値下げが抑制さ

れ、また、オプション販売等の施策により販売単価が上昇し、売上高は前

連結会計年度比で増加しております。一方、前連結会計年度の仕入遅延に

よる販売用不動産及び仕掛販売用不動産の不足から、販売活動よりも仕入

活動に注力した運営を行ったことにより販売件数は前連結会計年度比で減

少しております。

仕入面においては、買取査定時に第三者と接触することを避けようとし

ていた売主の心理に改善傾向が見られ、買取査定依頼件数は回復し、引き

続き、仕入活動に注力した結果、仕入件数は前連結会計年度比で増加いた

しました。仕入件数の増加により、販売用不動産及び仕掛販売用不動産に

ついても前連結会計年度末に比して増加いたしました。

利益面においては、リフォーム中契約の増加や上述の値引きや値下げの
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当事業年度の事業の状況

抑制により、売上総利益率は前連結会計年度比1.6ポイント向上いたしま

した。販売費及び一般管理費は、社員のモチベーション向上を図るために

決算特別賞与２億６千９百万円の支給により人件費が増加いたしました。

また、仕入拡大を目的としたＷＥＢ広告を中心に行い広告宣伝費が増加し

ております。これらは今後の安定成長に向けた施策によるものでありま

す。並びに、営業外費用にはシンジケートローンの無担保化の実現のため

にリファイナンスを行い、その一時費用として２億２千３百万円が計上さ

れております。費用については、継続的にコスト意識を高く持ち運営を行

っております。

なお、2022年４月28日に公表しました「関東信越国税局からの税務調査

に関わる特別損失計上のお知らせ」に記載したとおり、当連結会計年度に

おいて、消費税等差額として特別損失に23億８千５百万円計上し、一方で

法人税等還付額を６億４千６百万円計上しております。

この結果、当連結会計年度の業績については、販売件数は6,120件（前

連結会計年度比0.6％減）、売上高は1,012億６千９百万円（前連結会計年

度比3.6％増）、営業利益は131億２千７百万円（前連結会計年度比15.7％

増）、経常利益は126億９千７百万円（前連結会計年度比14.1％増）、親

会社株主に帰属する当期純利益は68億４千５百万円（前連結会計年度比

8.0％減）となりました。

　なお、当社グループは中古住宅再生事業を単一の報告セグメントとして

おり、その他の事業については量的重要性が乏しいため、記載を省略して

おります。

②　設備投資の状況

　特記すべき事項はありません。

③　資金調達の状況

　当社グループは、長期的な事業拡大及び企業価値の向上には、安定的な

資金調達を実施することが重要と考えております。当社グループは、地方

を中心に展開するビジネスモデルであることを踏まえ、地方金融機関との

関係構築を目的に地方銀行を含む15の取引金融機関と2022年３月25日にシ

ンジケートローンによる金銭消費貸借契約を締結（以下、「本契約」とい

う。）しております。

　本契約は、コミットメントライン限度額40億円を含む総額225億円のシ

ンジケートローンとして組成されており、当連結会計年度末現在の借入金

残高は185億円となっております。
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財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分
第 41 期

(2019年３月期)
第 42 期

(2020年３月期)
第 43 期

(2021年３月期)

第 44 期
(当連結会計年度)
(2022年３月期)

売 上 高(百万円) 81,356 89,978 97,735 101,269

経 常 利 益(百万円) 8,740 9,895 11,125 12,697

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) 5,926 5,190 7,440 6,845

１株当たり当期純利益 (円) 78.81 67.98 96.85 88.71

総 資 産(百万円) 47,406 53,435 55,520 62,644

純 資 産(百万円) 19,348 22,737 28,243 32,752

１株当たり純資産 (円) 253.18 294.94 364.40 421.45

(2) 財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

（注）１. 2020年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま

す。第41期（2019年３月期）の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して

１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。

２. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式

数）に基づき算出しております。

３. １株当たり純資産は、自己株式数控除後の期末発行済株式総数に基づき算出し

ております。

４. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。ただし、１株当たり当

期純利益、１株当たり純資産は小数第２位未満を四捨五入して表示しておりま

す。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準29号　2020年３月31日）等を当

連結会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値について

は、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

６. 第44期は「１．(1) ①　事業の経過及びその成果」に記載したとおりでありま

す。
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財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分
第 41 期

(2019年３月期)
第 42 期

(2020年３月期)
第 43 期

(2021年３月期)

第 44 期
(当事業年度)
(2022年３月期)

売 上 高(百万円) 55,707 61,394 66,079 69,922

経 常 利 益(百万円) 6,888 8,050 8,904 9,616

当 期 純 利 益(百万円) 4,763 4,025 6,052 4,894

１株当たり当期純利益 (円) 63.34 52.71 78.79 63.43

総 資 産(百万円) 44,121 49,262 49,564 54,199

純 資 産(百万円) 17,650 19,873 23,991 26,550

１株当たり純資産 (円) 230.88 257.60 309.25 341.17

②　当社の財産及び損益の状況

（注）１. 2020年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりま

す。第41期（2019年３月期）の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して

１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。

２. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除した株式

数）に基づき算出しております。

３. １株当たり純資産は、自己株式数控除後の期末発行済株式総数に基づき算出し

ております。

４. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。ただし、１株当たり当

期純利益、１株当たり純資産は小数第２位未満を四捨五入して表示しておりま

す。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準29号　2020年３月31日）等を当

事業年度の期首から適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該

会計基準等を適用した後の数値となっております。

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社リプライス 75百万円 100.0％ 中古住宅再生事業

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

③　その他の重要な企業結合の状況

　株式会社ニトリホールディングス（以下、「ニトリ」という。）は、当
社の議決権を34.6％所有しており、当社はニトリの持分法適用の関連会社
であります。
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対処すべき課題、主要な事業内容

(4) 対処すべき課題

①　サステナビリティ経営

　近年、サステナビリティ経営が企業の社会的責任として求められ、SDGs

に代表される社会課題解決の取り組みにおいて企業が果たす役割がますま

す重要となっております。当社グループの中古住宅再生事業は、新築住宅

建築と比較してCO₂排出量や木材使用量を大幅に抑えていることから環境

保護に寄与し、循環型経済の一翼を担う事業と認識しております。また今

後、低コストで実現可能な住宅の省エネ性能向上のためのリフォーム工法

を検討し、CO₂排出量の削減に一層努めてまいります。

　空き家を再生して流通させることで、社会課題である全国の空き家問題

の解決を図りながら、地域の活性化にも貢献できるものと考えておりま

す。また、当社の販売する住宅の平均販売価格は同エリアの新築の半額程

度であり、従来持ち家に手が届かなかったお客様にも清潔・安心な住宅を

提供しております。

　ガバナンス面に関しましては、少数株主利益の保護を意識し、お客様視

点・経済合理性の観点からの経営判断に努めております。なお、2022年３

月期のニトリとの取引金額は45百万円で、うち販促活用で利用するニトリ

商品券が44百万円を占めております。今後も社会課題の解決を堅実に図り

ながら持続可能な成長の実現を目指すことをテーマに取り組んでまいりま

す。

②　人材の確保と育成の強化

　当社グループでは、仕入物件の選定・調査・仕入、リフォームの企画、

販売活動といった一連の工程を従業員が一気通貫で行う独自の体制を取っ

ており、優秀な人材を確保・育成していくことが経営課題解決のための重

要課題の柱であると認識しております。また、全国各地の販売網に人材を

供給するため、優秀な人材を全国的に採用する必要があり、継続して新卒

の定期採用活動を行っており、2022年３月31日時点で在籍する新卒入社の

従業員数は434名とグループ全体のうち約半数が新卒定期採用により入社

した社員となっております。今後も安定した新卒採用を中心とし、並行し

て即戦力となる中途採用を行うことで、事業規模に必要な人員拡大を図っ

てまいります。また、社内教育・研修制度及び業績評価に連動した報酬制

度並びにリフレッシュ休暇制度の充実・構築を図り、個々人の能力向上を

促し、従業員一人一人の長所を活かし、モチベーションを高めながら成長

をサポートできる仕組みを強化してまいります。
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③　エリアマーケティングの強化

　2018年３月期以降の仕入は、それまで物件供給量が不安定な競売が中心

であったものを物件供給量・価格が安定している買取仕入を中心に移行さ

せてまいりました。既存住宅流通市場に占めるシェアにエリア間でバラつ

きが見られることから、営業組織体制を更に細分化しエリア毎の成長戦略

を企画実施できるようにすることで成長ポテンシャルの高いエリアの開拓

を進め、持続的な成長を図ってまいります。

④　商品力の向上・管理の徹底

　当社は、仕入前に当社独自のチェックリストに基づいて営業担当者がリ

フォーム協力会社及び白蟻調査会社も交えた三者立会いによる入念な調査

を可能な限り実施して品質の良いリフォーム済み中古住宅の販売を行って

おります。また、全都道府県における旧耐震物件の新耐震適合化の推進に

より中古住宅も安心だという社会的認知度・お客様満足度を高めることに

努め、既存住宅流通を活性化させるという社会的責任を担っていると自負

しております。商品力を更に高めるためには、住宅という商品作りの担い

手であるパートナー工務店ネットワークの維持・拡充が重要であるとの認

識から、定期的な事例研究の場を設け、品質の高いリフォーム済み住宅の

安定的な提供に全力を傾けてまいります。

⑤　在庫回転率の向上

　当社グループは仕入後にリフォーム工事を行い、販売を行うことから、

販売用不動産の仕入計上から売上計上までに一定の期間を要しておりま

す。物件取得からお客様への引渡しまでの期間が長期化することは財務体

質の脆弱化を招くと共に営業現場の効率を低下させる可能性があります。

そこで、買取り後迅速にリフォームの着手が行えるようパートナー工務店

と連携して商品化までの期間を短縮しております。またＷＥＢ上でリフォ

ーム期間中の完成過程を積極的に公開し過去の営業活動時に取得した潜在

的顧客の情報に基づき、近隣の住宅を仕入れた際には当該顧客に個別にご

案内を行っております。これらの取り組みにより、リフォーム完了前の成

約率を向上させ、在庫回転率の向上、財務体質の強化を引き続き図ってま

いります。

⑥　当社グループの認知度の向上

　当社は「買取りのカチタス」としてブランディング戦略を立て、2013年

７月より地方部を中心にテレビＣＭやラジオＣＭを行っており、2013年10

月以降、３ヶ月に一度継続的に社名認知度調査（毎回、テレビＣＭ実施エ

リアを中心とした10道県をローテーションして1,100件に対しＷＥＢアン
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ケートにて実施）を実施しております。

　2022年５月調査では、テレビＣＭ実施エリアに限れば46.9％の社名認知

を獲得するに至りました。さらに「『家を売る先の会社』と言われてどこ

が思い浮かびますか？」との設問（選択肢を提示しない純粋想起による回

答）に対しては、大手不動産会社を抑えて当社が11.9％と１位の想起を得

ております。引き続き認知度向上のため地方エリアにおけるＣＭを始めと

するプロモーションを継続的に強化してまいります。

⑦　金融機関との安定した取引

　当社グループは、外部金融機関からの調達に過度に依存しない財務体質

にすべく在庫回転率の向上を図っているものの、不動産仕入等に要する運

転資金が大きいため金融機関からの融資を必要としております。また、現

状、当社グループの借入は主にシンジケートローンによる借入であること

から、シンジケートを構成する金融機関との良好な関係維持が重要であり

ます。そのため、健全な財務状況の確保と迅速かつ正確な適時開示を行う

ことで金融機関との強固かつ良好なパートナーシップを築き、安定的かつ

継続的な融資取引を図ってまいります。

⑧　内部管理体制とコンプライアンスの強化

　当社グループは、取締役会による内部統制の構築及び監査役による業務

監査を行うことで、常に法令等を遵守すると共に適切な経営が行われる管

理体制を構築しております。しかし、多様化・複雑化する法令・制度及び

社内規定等に抵触するケースが生じる可能性は否定できません。これらの

違反等に対応するために、代表取締役社長、営業本部長、管理本部長、常

勤監査役、社外監査役、内部監査室室長、管理部長等が出席し、原則とし

て毎月１回コンプライアンス委員会を開催しております。また管理担当役

員をコンプライアンス担当役員に任命し、コンプライアンス担当役員、監

査役を中心に法令等の遵守状況を定期的に確認するためのセミナーや業界

団体の勉強会に参加してまいります。また、社内に向けても定期的にコン

プライアンス事例の共有等を図りながら注意喚起を行うことで、企業全体

としてコンプライアンス意識を醸成し、倫理観の高い組織風土を継続的に

構築してまいります。

⑨　ニトリとの業務提携

　当社は、2017年４月に、ニトリとの間で、それぞれが有する技術、ノウ

ハウ、商流・物流ネットワークその他経営資源を相互に利用し、両社の事

業価値の最大化を図ることを目的に業務提携契約を締結しております。こ

れまでの取り組みとしてニトリ製の家具を設置した住宅の販売や販売活動
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でのニトリ商品券の活用等を行ってまいりました。また、当社グループの

販売用不動産に付加価値を付けると共に、お客様が購入後の生活空間をイ

メージし易くすることを目的として、ヴァーチャルでニトリの家具を設置

し、その様子をWEB上でお客様が確認できるヴァーチャルホームステージ

ングを実施しており、実際にお客様からのお問い合わせの増加並びに成約

率向上等の効果が得られています。今後も、ニトリとの業務提携を通じた

シナジー効果を発揮すべく、お客様の利便性向上及び両社のコストダウン

に資する施策の具体化を進めてまいります。

⑩　新型コロナウイルス感染症の影響への対応

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、ワクチン接種の普及

と感染対策が進み、経済活動に回復の兆しが見られるものの、景気の先行

きは依然として不透明な状況が続いております。その中で、販売面では

「低価格で高品質の住宅に住みたい」というニーズは底堅い一方、仕入面

では対面機会の減少等が仕入れの減少につながるおそれがあります。当社

としましては、引き続き仕入を拡大するためのプロモーションを継続・拡

大し、非対面の査定も可能である旨を訴求することで仕入れの拡大と安定

的な成長に努めてまいります。

事 業 区 分 主 要 な 内 容

中古住宅再生事業
中古の戸建住宅を中心に仕入れ、リフォームを行った上で販売す
る事業

そ の 他 事 業
賃貸事業（テナントビル、マンション、アパート等の賃貸）、仲
介事業及び保険代理店事業等の不動産関連事業

(5) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）
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本社 群馬県桐生市美原町４番２号

MSIマネジメントセンター 群馬県桐生市琴平町３番12号

東京本部 東京都中央区新川１丁目18番３号

新川中埜ＴＨビル４階

本社 愛知県名古屋市中区栄1丁目９番16号

ＮＦビルディング３階

当　社 リプライス グループ合計

東 京 圏 9 2 11

名古屋圏 7 2 9

大 阪 圏 3 1 4

北 海 道 9 1 10

東　　北 18 1 19

関　　東 12 1 13

中　　部 19 2 21

関　　西 2 0 2

中　　国 12 2 14

四　　国 7 1 8

九　　州 19 1 20

合計 117 14 131

(6) 主要拠点等（2022年３月31日現在）

①　当社

②　リプライス

③　当社及びリプライスの営業所網
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使用人の状況、主要な借入先の状況

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減

中古住宅再生事業 784(42)名 49名増(3名増)

全社（共通） 82(20)  9名増(－)

合計 866(62) 58名増(3名増)

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

668(41)名 42名増(２名増) 35.4歳 6.7年

(7) 使用人の状況（2022年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人

数を外書で記載しております。

２. 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の使用人数であります。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人数を

外書で記載しております。

借 入 先 借 入 金 残 高

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン（注） 18,500百万円

(8) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

（注）株式会社みずほ銀行をアレンジャー兼エージェントとする15の取引金融機関からの

協調融資によるものであります。
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株式の状況

①　発行可能株式総数 普通株式 160,000,000株

②　発行済株式の総数 普通株式 78,650,640株

③　株主数 普通株式 5,304名

株 主 名 普通株式持株数 持 株 比 率

株式会社ニトリホールディングス 26,712,420株 34.57％

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
8,786,800株 11.37％

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
5,681,400株 7.35％

BBH FOR MATTHEWS ASIA DIVIDEND FUND 4,080,100株 5.28％

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505001
3,177,649株 4.11％

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505019
1,153,190株 1.49％

第一生命保険株式会社 1,070,400株 1.39％

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE IEDU 

UCITS CLIENTS NON TREATY ACCOUNT 

15. 315 PCT

1,000,300株 1.29％

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505303
877,600株 1.14％

SSBTC CLIENT OMNIB US ACCOUNT 847,985株 1.10％

株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役（社外取締役を除く） 7，642株 ５名

２．会社の現況

(1) 株式の状況（2022年３月31日現在）

④　大株主

（注）当社は自己株式として、普通株式1,388,308株を保有しておりますが、上記大株主

から除いております。また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状

況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「(4)⑤　取締役及び監査役の報酬等」に

記載しております。
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株式の状況

第1回新株予約権 第4回新株予約権

発行決議日 2013年７月26日 2017年３月30日

新株予約権の数 2,406個 8,793個

新株予約権の目的とな

る株式の種類と数

普通株式　　　　　144,360株

（新株予約権1個につき60株）

普通株式　　　　　527,580株

（新株予約権1個につき60株）

新株予約権の払込金額
新株予約権と引き換えに払い

込みは要しない

新株予約権と引き換えに払い

込みは要しない

新株予約権の行使に際

して出資される財産の

価額

新株予約権1個当たり10,020円

（1株当たり167円）

新株予約権1個当たり10,020円

（1株当たり167円）

権利行使期間
2015年７月27日から

2023年７月19日まで

2022年３月31日から

2027年３月30日まで

行使の条件 （注） （注）

役員保有状況

取締役（社外取締役

除く）

新株予約権の数　　　2,406個
目的となる株式数　144,360株

保有者数　　　　　　　　1人

新株予約権の数　　　8,793個
目的となる株式数　527,580株

保有者数　　　　　　　　1人

(2) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。

(3) 新株予約権等の状況

　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況
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株式の状況

第6回新株予約権

発行決議日 2017年９月22日

新株予約権の数 49,560個

新株予約権の目的とな

る株式の種類と数

普通株式　　　　　 99,120株

（新株予約権1個につき2株）

新株予約権の払込金額
新株予約権と引き換えに払い

込みは要しない

新株予約権の行使に際

して出資される財産の

価額

新株予約権1個当たり　 334円

（1株当たり167円）

権利行使期間
2022年９月23日から

2027年９月22日まで

行使の条件 （注）

役員保有状況

取締役（社外取締役

除く）

新株予約権の数　　 49,560個
目的となる株式数　 99,120株

保有者数　　　　　　　　1人

（注）１. 新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

① 新株予約権者は、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員た

る地位をいずれも失ったときは、新株予約権を行使することができない。た

だし、取締役会の決議により当該地位の喪失につき正当な理由があると認め

られた場合はこの限りではない。

② 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使することがで

きないものとする。ただし取締役会の決議により認められた場合はこの限り

ではない。

③ 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

２. 2017年９月22日付で普通株式１株につき30株の割合で株式分割を、また、2020

年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っているため、

株式分割による調整後の株式数を記載しております。
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地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 新 井 健 資 株式会社リプライス代表取締役社長

取 締 役 鬼 澤 晋 一 営業本部長

取 締 役 横 田 和 仁
管理本部長
株式会社リプライス取締役

取 締 役 大 江 治 利
マーケティング室長兼新規事業開発
室長兼新築プロジェクト担当部長

取 締 役 牛 嶋 孝 之
株式会社リプライス取締役副社長兼
営業部長

取 締 役 白 井 俊 之

株式会社ニトリホールディングス代
表取締役社長、株式会社ニトリ取締
役、株式会社Ｎプラス取締役、株式
会社ホームロジスティクス取締役、
株式会社ニトリパブリック取締役、
株式会社ニトリファニチャー取締役

取 締 役 熊 谷 聖 一

日本印刷株式会社代表取締役社長、
一般財団法人夢チャレンジ財団評議
員、株式会社荻野屋社外取締役、株
式会社ヘリックスジャパン社外取締
役、株式会社ヴェスパー社外取締
役、株式会社さくら経営社外取締
役、イニシアス株式会社社外監査役

取 締 役 佃 秀 昭
株式会社ボードアドバイザーズ代表
取締役社長

取 締 役 須 藤 実 和

株式会社プラネットプラン代表取締
役、株式会社アシックス社外取締役
（監査等委員）、公益財団法人日本
バレーボール協会理事、公益財団法
人日本オリンピック委員会理事、慶
應義塾大学大学院特任教授

監 査 役 早 瀬 敏 希 株式会社リプライス監査役

監 査 役 福 田 述
株式会社ニトリホールディングス経
営計画推進室室長

監 査 役 市 川 祐 生

佐藤新総合法律事務所

株式会社アクシスパートナーズ社外

取締役

監 査 役 角 田 朋 子
株式会社Lumiere代表取締役、角田朋
子公認会計士事務所代表公認会計
士、ハウスコム株式会社社外取締役

(4) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2022年３月31日現在）
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（注）１. 取締役のうち、熊谷聖一氏、佃秀昭氏及び須藤実和氏の３名は、社外取締役で

あります。また、監査役のうち市川祐生氏及び角田朋子氏の２名は、社外監査

役であります。

２. 社外取締役の熊谷聖一氏、佃秀昭氏及び須藤実和氏並びに社外監査役の市川祐

生氏及び角田朋子氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引

所に届け出ております。

３．社外取締役の須藤実和氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。

４．社外監査役の市川祐生氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律に

関する相当程度の知見を有するものであります。

５．社外監査役の角田朋子氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有するものであります。

②　事業年度中に退任した取締役

　該当事項はありません。

③　責任限定契約の内容の概要

　当社と各取締役（業務執行取締役等を除く）及び各監査役は、会社法

第427条第1項の規定に基づき、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度

額は、法令が定める最低責任限度額としております。

④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約

を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲

は当社取締役及び当社監査役であり、被保険者は保険料を負担しており

ません。当該保険契約により被保険者がその地位に基づいて行った行為

に起因して損害賠償請求された場合に負担することになる法律上の損害

賠償金及び訴訟費用等が補填されることとなります。

⑤　取締役及び監査役の報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年５月28日開催の取締役会において、取締役の個人別の

報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい

て、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該方針と

整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されているこ

とを認識しており、当該決定方針に沿うものであると判断しておりま

す。
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　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおり

です。

１．基本方針

　当社の取締役の報酬は、株主総会で決議された年間報酬総額の枠内

（注）で、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分

に機能する報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては、役

職、役割、貢献度、目標到達度、業績等を加味し、適正な水準とする

ことを基本方針とする。

　具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報

酬、個人別業績に連動する金銭報酬及び譲渡制限付株式報酬により構

成し、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本

報酬のみを支払うこととする。

（注）①2002年１月15日開催の臨時株主総会の決議において、年間報酬

総額300百万円以内

      ②2021年６月25日開催の定時株主総会の決議において、上記①の

枠内で譲渡制限付株式報酬を年額40百万円以内、かつ２万株以

内

また、①と別枠で以下③～⑤のストック・オプション報酬に係

る決議がなされている。

      ③2013年７月26日開催の臨時株主総会の決議において、第１回新

株予約権のストック・オプション報酬額として年額300百万円

以内

      ④2017年３月30日開催の臨時株主総会の決議において、第４回新

株予約権および第５回新株予約権のストック・オプション報酬

額として年額300百万円以内

※但し第５回は全て行使済みである。

      ⑤2017年９月22日開催の臨時株主総会の決議において、第６回新

株予約権のストック・オプション報酬額として年額300百万円

以内

なお、ストック・オプションについて、当面は取締役に付与し

ない予定であり、付与する場合には改めて本決定方針を改定す

る。

２．基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等

を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役職、役割、貢

献度、目標到達度等を加味しながら、決定するものとする。

　なお、退職慰労金制度については、2021年６月25日開催の定時株主

総会終結の時までの在任期間に応じた退職慰労金の打切り支給（支給

は各取締役の退任時）をもって終了する。
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３．業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方

法の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関す

る方針を含む。)

　業績連動報酬等は、中長期的な業績向上に貢献する意識を高めるこ

とも目的とした、個人別業績に連動する金銭報酬とし、①売上・営業

利益の単年度の予算達成度（取締役の職掌により連結か単体かは異な

り、また、売上の予算達成度を指標とするのは一部の取締役の

み。）、②予算達成のために重視する主要KPI達成度（取締役の職掌に

よりKPIの内容は異なる。）及び③中長期の安定成長を実現するための

基盤づくりに対する評価(定性的要素)を考慮して１年分の金銭報酬額

を決定し、12等分したうえで、上記２．の月例の固定報酬とともに支

給する。

　また、非金銭報酬等は譲渡制限付株式報酬とする。取締役に対し割

り当てる譲渡制限付株式報酬としての株式の数または額については、

譲渡制限付株式報酬制度の目的、各対象取締役の職責の範囲、役位そ

の他諸般の事情を勘案した上で、株主総会で決議された枠内で、毎年

１回、取締役会の決議によって決定し、割り当てる。報酬として付与

される譲渡制限付株式は、支給対象となる取締役が、当社の取締役そ

の他当社の取締役会で定める地位を退任または退職する日まで、譲

渡、担保権の設定その他の処分をしてはならない。また、当社の取締

役会が定める期間（役務提供期間）中、継続して、当社の取締役その

他当社の取締役会で定める地位にあったことを条件として、その全て

の株式について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解

除する。ただし、当該取締役が、当社の取締役会が正当と認める理由

により、役務提供期間が満了する前に当社の取締役その他一定の地位

を喪失した場合、譲渡制限を解除する株式の数及び譲渡制限を解除す

る時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。また、正当な

理由によらない役務提供期間中の退任、法令または社内規則の違反そ

の他の割当株式を無償取得することが相当である事由として当社の取

締役会で定める事由に該当した場合、割当株式を無償で取得する。

　なお、基本報酬の額、業績連動報酬等の額及び非金銭報酬等の額の

割合の目安は、概ね７：２：１（個人別業績指標100％達成の場合。な

お取締役により比率は異なる。）とする。

４．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については、取締役会の決議に基づき、個人別の報

酬額の具体的内容の決定につき委任を受けた代表取締役社長が、代表

取締役社長及び独立社外取締役を含む指名・報酬委員会の審議を受け

て、決定するものとする。
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役員区分

報酬等

の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象とな

る役員の

員数

（人）

固定報酬

譲渡制限

付株式報

酬

ストッ

ク・オプ

ション

役員退職

慰労金

取締役

(社外取締役を除

く)

140 81 18 38 2 5

監査役

(社外監査役を除

く)

10 9 － － 0 1

社外取締役 14 14 － － － 3

社外監査役 9 9 － － － 2

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等
（単位：百万円）

（注）１. 上記の支給人員には、取締役１名および監査役１名を除いております。

２. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま

せん。

３．譲渡制限付株式報酬は、当社の株式であり、割当ての際の条件等は、「(4)⑤

イ．３．業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方

法の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を

含む。)」のとおりであります。また、当事業年度における交付状況は「２．

(1)⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の

状況」に記載しております。

４. ストック・オプションは、報酬として割り当てた新株予約権に係る当事業年度

における費用計上額であります。

５. 役員退職慰労金は、当事業年度における役員退職慰労金の繰入額であります。

なお、2021年６月25日開催の定時株主総会の終結の時をもって、役員退職慰労

金制度を廃止したことに伴い、制度廃止までの在職期間に対応する相当額を計

上しております。

６. 取締役の報酬限度額は、2002年１月15日開催の臨時株主総会において、年額

300百万円以内と決議いただいております（使用人兼務取締役の使用人分給与

は含まない）。当該株主総会終結時点の取締役の員数は６名です。また別枠

で、以下のとおり報酬限度額について決議いただいております。

　・2013年７月26日開催の臨時株主総会において、第１回新株予約権のストッ

ク・オプション報酬額として年額300百万円以内、当該定めにかかる当該株

主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は２名です。

　・2017年３月30日開催の臨時株主総会において、第４回新株予約権及び第５回
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新株予約権のストック・オプション報酬額として年額300百万円以内、当該

定めにかかる当該株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は

１名です。

　・2017年９月22日開催の臨時株主総会において、第６回新株予約権のストッ

ク・オプション報酬額として年額300百万円以内、当該定めにかかる当該株

主総会終結時点の取締役（社外取締役を含む非業務執行取締役（ただし、当

社の子会社の業務執行取締役を兼務する者は除く）を除く）の員数は１名で

す。

　・2021年６月25日開催の第43期定時株主総会において、取締役に対して譲渡制

限付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額は40百万円以内、当該定め

にかかる当該総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は５名で

す。

７. 監査役の報酬限度額は、2002年１月15日開催の臨時株主総会において、年額30

百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数

は１名です。

８. 取締役会は、代表取締役社長新井健資に対し各取締役の基本報酬の額の決定を

委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役

の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したた

めであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、事前に指名・報酬

委員会がその妥当性等について確認しております。

⑥　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼務の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役熊谷聖一氏は、日本印刷株式会社代表取締役社長、一般財団法

人夢チャレンジ財団評議員、株式会社荻野屋社外取締役、株式会社ヘリ

ックスジャパン社外取締役、株式会社ヴェスパー社外取締役、株式会社

さくら経営社外取締役、イニシアス株式会社社外監査役であり、当社と

同氏が兼職する法人との間に特別な関係はありません。

　取締役佃秀昭氏は、株式会社ボードアドバイザーズ代表取締役社長で

あり、当社と同氏が兼職する法人との間に特別な関係はありません。

　取締役須藤実和氏は、株式会社プラネットプラン代表取締役、株式会

社アシックス社外取締役（監査等委員）、公益財団法人日本バレーボー

ル協会理事、公益財団法人日本オリンピック委員会理事、慶應義塾大学

大学院特任教授であり、当社と同氏が兼職する法人との間に特別な関係

はありません。

　監査役市川祐生氏は、佐藤新総合法律事務所に所属する弁護士であ

り、当社と同氏が所属する法律事務所との間に特別な関係はありませ

ん。また、同氏は、株式会社アクシスパートナーズ社外取締役であり、
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会社役員の状況、会計監査人の状況

区 分 氏 名
出席状況、発言状況及び

期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役

熊 谷 聖 一

当事業年度開催の取締役会のうち100％に出席いた

しました。当社の社外監査役を経て社外取締役に就

任以降、都銀出身の豊富な知識・経験を踏まえ企業

経営者としての高い見識から当社の監督と経営全般

への助言など社外取締役に求められる役割・責務を

十分に発揮しております。

佃 秀 昭

当事業年度開催の取締役会のうち100％に出席いた

しました。社外取締役就任以降、コンサルティング

会社出身の豊富な知識・経験を踏まえ企業経営者と

しての高い見識から当社の監督と経営全般への助言

など社外取締役に求められる役割・責務を十分に発

揮しております。当事業年度に開催された２回の指

名・報酬委員会のうち100％に出席し、役員の人

事・報酬の審議では適宜必要な発言を行いました。

須 藤 実 和

2021年６月25日就任以降に開催された取締役会のう

ち100％に出席いたしました。社外取締役就任以

降、公認会計士としての専門的見地並びに戦略コン

サルティング活動を通じた豊富な知識・経験を踏ま

えマーケティング及び企業経営について専門的観点

から当社の監督と経営全般への助言など社外取締役

に求められる役割・責務を十分に発揮しておりま

す。

当社と同氏が兼職する法人との間に特別な関係はありません。

　監査役角田朋子氏は、株式会社Lumiere代表取締役、角田朋子公認会計

士事務所代表公認会計士、ハウスコム株式会社社外取締役であり、当社

と同氏が兼職する法人及び会計士事務所との間に特別な関係はありませ

ん。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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会社役員の状況、会計監査人の状況

区 分 氏 名 出席状況及び発言状況

社外監査役

市 川 祐 生

当事業年度開催の取締役会のうち100％に、また、

当事業年度開催の監査役会のうち100％に出席し、

主に弁護士としての専門的見地から当社のコーポレ

ートガバナンス及びコンプライアンス等について有

益な発言を行っております。

角 田 朋 子

2021年６月25日就任以降に開催された取締役会のう

ち90％に、また、当該就任以降に開催された監査役

会のうち90％に出席し、財務・管理会計等の豊富な

知識・経験から当社のコーポレートガバナンス等に

ついて有益な発言を行っております。

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 38百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

38百万円

(5) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に準じた監査の監査報酬の額を明確に区分しておらず、かつ実質的にも

区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等にはこれらの合計

額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人の報酬等について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され

る株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたし

ます。
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

　①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款を遵守し、かつ企業理

念を尊重し社会的責任を果たすため「基本理念」を定め、これを全取締

役及び使用人に周知徹底させております。

ロ．業務執行部門から独立した「コンプライアンス委員会」（委員：取締

役、監査役等）を設置し、定期的に全店舗の事業活動につき精査・分析

を行い、結果は取締役会に報告するなどコンプライアンス体制の維持・

向上に努めております。

ハ．法令・定款及び社内規程に反する行為の未然防止、あるいは早期に発

見し正すための「内部通報制度」を設置しております。

ニ．内部監査室の機能を高め、取締役及び使用人の職務執行が法令、定款

及び社内規程に適合しているか確認し、その執行状況を監視しており、

結果は代表取締役及び監査役会へ報告しております。

　②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　「文書管理規程」を始め社内諸規程に基づき情報を適切に保存・管理を

行うとともに、取締役及び監査役はこれらの情報を常時閲覧できることと

しております。

　③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　コンプライアンス、災害、品質、情報セキュリティー等に関わるリスク

を回避あるいは最小限に抑えるため、コンプライアンス委員会において組

織横断的にリスク状況の管理・監視を行うとともに全社対応については人

事総務部長が各部門担当役員と連携して規則、ガイドラインの制定、マニ

ュアルの作成等を行うなどの管理体制を確立しております。

　④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．取締役会を月１回開催する他、必要な場合は臨時取締役会を開催し機

動的かつ迅速な会社の意思決定並びに情報の共有、取締役の業務執行状

況の監督を行っております。
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ロ．取締役会では、事業部門の実績を基に、毎期の予算と実績の進捗状況

を定期的に検証し業績向上を図っております。

　⑤　当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

　所管部署を人事総務部とし、「関係会社管理規程」に基づき子会社への

適切な経営指導を行いグループ企業全体の経営効率の向上を図っておりま

す。また、内部監査室による子会社監査役と連携した定期的な監査を実施

するとともに、結果は当社取締役及び監査役に報告する体制を構築してお

ります。

　⑥　監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項

　監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査

役と協議の上、社内から適切な選任を行い補助者を任命することとしてお

りますが、現在監査役からのその職務を補助する使用人の要求は行われて

おりません。

　⑦　前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　取締役は補助者の業務に対して不当な制約は行わないこととしておりま

す。

　⑧　取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他監査役への報

告に関する体制

　取締役及び使用人は、重大な法令・定款違反のみならず当社及び当社グ

ループの業務又は業績に重大な影響を与える事項、内部監査の実施状況、

内部通報状況等を監査役会に都度報告することとしております。

　⑨　前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

　監査役への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを行わないことを周知徹底しております。

　⑩　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

イ．監査役が通常の監査によって生ずる監査費用を請求した場合は、速や

かに処理を行っております。
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ロ．監査役が通常の監査費用以外に緊急又は臨時の支出及び専門家を利用

する新たな費用等が発生する場合においては、「監査役監査基準」に基

づき適宜処理を行っております。

　⑪　その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役会は月１回以上開催しております。

ロ．監査役会と代表取締役との定期的な意見交換会を開催しております。

ハ．監査役会は内部監査室、会計監査人及び子会社監査役と定期的に意

見・情報の交換を行い、連携して監査の実効性を確保しております。

ニ．監査役は、取締役会、コンプライアンス委員会等の重要な会議に出席

し、必要に応じて取締役又は使用人から説明を求めることとしておりま

す。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

①　取締役会

　当社の取締役会は、社外取締役３名を含む取締役９名で構成されてお

り、社外監査役２名を含む監査役４名も出席して開催しております。定例

取締役会を原則として毎月１回開催するほか、臨時取締役会を必要に応じ

て開催し、迅速な経営上の意思決定を図っております。

②　監査役会

　当社の監査役会は、社外監査役２名を含む４名で構成されております。

　定例監査役会を原則として毎月１回開催するほか、臨時監査役会を必要

に応じて開催し、取締役の職務の遂行を含む日常的活動の監査を行ってお

ります。

　常勤監査役は、株主総会、取締役会、経営会議、その他の会議に必要に

応じて出席することで経営方針等を把握すると共に、監査役監査において

発見された重要事項等を伝達することによって、コーポレート・ガバナン

スの実効性を確保しております。また、各監査役は、監査計画に基づき監

査を実施し、内部監査担当者及び会計監査人と定期的に情報共有を図るこ

とで監査役監査機能を強化しております。
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③　経営会議

　当社の経営会議は、代表取締役社長、営業本部長、管理本部長、経営企

画本部長、部長、室長等、常勤監査役により構成され、定例経営会議を原

則として毎月１回開催し、当社の経営上の重要な経営方針の決定、営業戦

略の遂行状況の報告が行われると共に、経営全般にわたる重要事項を審議

しております。

④　コンプライアンス委員会

　当社のコンプライアンス委員会は、代表取締役社長を委員長とし、営業

本部長、管理本部長、常勤監査役、内部監査室室長、営業課長等の女性を

含む社内委員及び社外監査役（弁護士）が出席し、原則として毎月１回開

催し、社内で発生したコンプライアンス違反事象やハラスメント報告、内

部通報や外部通報等の情報について報告を行っております。また、クレー

ム報告の内容を確認し、コンプライアンス違反や訴訟への進展を未然に防

止するための体制を整備し、コンプライアンス全般にわたる重要事項の有

無の確認を行っております。

４．会社の支配に関する基本方針

　当社の株式は譲渡自由が原則であり、株式市場を通じて多数の投資家の皆様

により、自由で活発な取引をいただいています。よって、当社の財務及び事業

の方針を支配する者の在り方についても、当社株式の自由な取引により決定さ

れることを基本としております。従って、当社の財務および事業の方針を支配

することが可能な量の株式を取得する買付提案等があった場合は、賛同される

か否かの判断についても、最終的には株主の皆様の自由な意思に依拠するべき

であると考えます。

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、株主の皆様をは

じめとした様々なステークホルダーとの信頼関係を維持し、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を中長期的に確保し、向上させる者でなければならない

と考えております。従って、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそ

れのある不適切な大規模買付行為又はこれに類似する行為を行う者は、当社の

財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えます。この

ような者により当社株式の大規模買付が行われた場合には、株主共同の利益の

確保・向上のため、適時適切な情報開示に努めるとともに、その時点において

適切な対応をしてまいります。
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５．剰余金の配当等の決定に関する基本方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つと位置づけて

おります。

　当社の剰余金の配当等の決定機関は取締役会であり、当事業年度の１株当た

りの配当金につきましては、33円50銭（中間配当16円、期末配当17円50銭）の

配当とさせていただきます。なお、2022年４月28日公表の「2022年３月期連結

業績予想の修正及び配当予想の修正（増配）に関するお知らせ」のとおり、期

末配当金については、16円から17円50銭に増配しております。

　また、第45期（2023年３月期）の配当金につきましては、業績見通しを勘案

し、１株当たり48円50銭（中間配当24円、期末配当24円50銭）を予定しており

ます。

　今後も継続的な利益配分を中間配当及び期末配当の年２回を実施し、配当性

向は40％以上とする方針であります。
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

未収還付法人税等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

60,773

13,409

25,440

19,422

671

1,833

△3

1,870

697

140

527

29

230

198

31

943

731

217

△4
　

流 動 負 債 11,252

買 掛 金 3,769

契 約 負 債 453

未 払 法 人 税 等 2,330

未 払 消 費 税 等 2,409

賞 与 引 当 金 390

工 事 保 証 引 当 金 305

訴 訟 損 失 引 当 金 2

災 害 損 失 引 当 金 5

そ の 他 1,585

固 定 負 債 18,639

長 期 借 入 金 18,500

役員退職慰労引当金 98

そ の 他 40

負 債 合 計 29,891

純 資 産 の 部

株 主 資 本 32,562

資 本 金 3,778

資 本 剰 余 金 3,649

利 益 剰 余 金 25,813

自 己 株 式 △679

新 株 予 約 権 190

純 資 産 合 計 32,752

資 産 合 計 62,644 負債及び純資産合計 62,644

連 結 貸 借 対 照 表

（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（ 2021年４月１日から
2022年３月31日まで ）

科 目 金 額

売 上 高 101,269

売 上 原 価 76,621

売 上 総 利 益 24,647

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,519

営 業 利 益 13,127

営 業 外 収 益

受 取 手 数 料 6

受 取 保 険 金 15

受 取 割 引 料 4

そ の 他 12 40

営 業 外 費 用

支 払 利 息 173

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 278

そ の 他 18 470

経 常 利 益 12,697

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0 0

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0

減 損 損 失 0

消 費 税 等 差 額 2,385 2,385

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 10,311

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,129

法 人 税 等 還 付 税 額 △646

法 人 税 等 調 整 額 △17 3,466

当 期 純 利 益 6,845

親会社株主に帰属する当期純利益 6,845

連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2021年４月１日から
2022年３月31日まで ）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 3,778 3,640 21,435 △763 28,091

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額

－

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

3,778 3,640 21,435 △763 28,091

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,467 △2,467

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

6,845 6,845

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

新株予約権の行使 8 84 93

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － 8 4,377 84 4,470

当連結会計年度末残高 3,778 3,649 25,813 △679 32,562

新株予約権 純資産合計

当連結会計年度期首残高 152 28,243

会計方針の変更によ
る 累 積 的 影 響 額

－

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高

152 28,243

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,467

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

6,845

自 己 株 式 の 取 得 △0

新株予約権の行使 93

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額（純額）

38 38

当連結会計年度変動額合計 38 4,509

当連結会計年度末残高 190 32,752

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

販 売 用 不 動 産

仕掛販売用不動産

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

未収還付法人税等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

45,683

10,914

11

16,601

13,234

14

40

87

3,100

671

1,011

△3

8,515

678

124

1

10

527

14

18

2

9

6

7,818

4,122

3,000

45

541

114

△4
　

流 動 負 債 9,025

買 掛 金 3,052

リ ー ス 債 務 4

未 払 金 697

未 払 費 用 500

未 払 法 人 税 等 1,597

未 払 消 費 税 等 2,409

契 約 負 債 231

賞 与 引 当 金 241

工 事 保 証 引 当 金 258

訴 訟 損 失 引 当 金 2

災 害 損 失 引 当 金 5

そ の 他 24

固 定 負 債 18,623

長 期 借 入 金 18,500

リ ー ス 債 務 11

役員退職慰労引当金 87

資 産 除 去 債 務 17

そ の 他 7

負 債 合 計 27,649

純 資 産 の 部

株 主 資 本 26,359

資 本 金 3,778

資 本 剰 余 金 3,649

資 本 準 備 金 3,640

その他資本剰余金 8

利 益 剰 余 金 19,610

利 益 準 備 金 22

その他利益剰余金 19,587

別 途 積 立 金 152

繰越利益剰余金 19,435

自 己 株 式 △679

新 株 予 約 権 190

純 資 産 合 計 26,550

資 産 合 計 54,199 負債及び純資産合計 54,199

貸　借　対　照　表

（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（ 2021年４月１日から
2022年３月31日まで ）

科 目 金 額

売 上 高 69,922

売 上 原 価 51,162

売 上 総 利 益 18,760

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,773

営 業 利 益 9,986

営 業 外 収 益

受 取 利 息 55

受 取 手 数 料 6

受 取 保 険 金 14

そ の 他 15 92

営 業 外 費 用

支 払 利 息 173

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 278

そ の 他 10 462

経 常 利 益 9,616

特 別 損 失

減 損 損 失 0

消 費 税 等 差 額 2,385 2,385

税 引 前 当 期 純 利 益 7,231

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,975

法 人 税 等 還 付 税 額 △646

法 人 税 等 調 整 額 7 2,336

当 期 純 利 益 4,894

損　益　計　算　書

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 2021年４月１日から
2022年３月31日まで ）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計別　途

積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,778 3,640 － 3,640 22 152 17,008 17,183 △763 23,839

会計方針の変更に
よる累積的影響額

－

会計方針の変更を反
映した当期首残高

3,778 3,640 － 3,640 22 152 17,008 17,183 △763 23,839

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,467 △2,467 △2,467

当 期 純 利 益 4,894 4,894 4,894

自己株式の取得 △0 △0

新 株 予 約 権 の 行 使 8 8 84 93

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 8 8 － － 2,426 2,426 84 2,519

当 期 末 残 高 3,778 3,640 8 3,649 22 152 19,435 19,610 △679 26,359

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 152 23,991

会計方針の変更に
よる累積的影響額

－

会計方針の変更を反
映した当期首残高

152 23,991

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,467

当 期 純 利 益 4,894

自己株式の取得 △0

新 株 予 約 権 の 行 使 93

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

38 38

当 期 変 動 額 合 計 38 2,558

当 期 末 残 高 190 26,550

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 水 野 雅 史 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 竹 田 　 裕 ㊞

2022年５月13日

株式会社カチタス

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

東　京　事　務　所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社カチタスの2021年４
月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、株式会社カチタス及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査におけ
る監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その

他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その
他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれ
ておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通
読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得
た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判
断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書
類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に

不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査
報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算
書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると
判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査
の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実
施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な
虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適
用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって
行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかど
うか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ
せるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日まで
に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含め
た連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報
に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に
関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対
して責任を負う。

－ 38 －
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連結会計監査報告

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監
査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監
査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫
理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考え
られる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規

定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 水 野 雅 史 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 竹 田 　 裕 ㊞

2022年５月13日

株式会社カチタス

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

東　京　事　務　所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社カチタスの
2021年４月１日から2022年３月31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全て
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その

他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その
他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれて
おらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読
の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知
識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判
断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告

－ 40 －



2022/05/31 15:41:01 / 21825189_株式会社カチタス_招集通知

個別会計監査報告

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不

正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の
利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ
れる。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査
の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実
施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な
虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適
用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって
行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す
る計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた
計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監
査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監
査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫
理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考え
られる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は
その内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　役 早 瀬 敏 希 ㊞

監　査　役 福 田 　 述 ㊞

社外監査役 市 川 祐 生 ㊞

社外監査役 角 田 朋 子 ㊞

監査報告書

2022年５月17日

株式会社カチタス　監査役会

　当監査役会は、株式会社カチタスの2021年４月１日から2022年３月31日までの第44期
事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役から監査の方法及び結果の報告を受
け、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の
分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収
集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換
を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の
適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ
れている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に
従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告

－ 42 －
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監査役会の監査報告

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行
についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である
と認めます。

以　上

以上
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案

（参考書類等のインターネット開示）

第15条 当会社は、株主総会参考書類、計

算書類、連結計算書類及び事業報

告に記載又は表示すべき事項に係

る情報を法務省令の定めるところ

により、インターネットで開示す

ることができる。

（削　　除）

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　定款一部変更の件

１. 提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただ

し書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主

総会資料の電子提供制度が導入されることとなりますので、次のとおり定款

を変更するものであります。

(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を

定款に定めることが義務付けられることから、変更案第15条（株主総会

参考書類等の電子提供措置）第１項を新設するものであります。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項

のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲

を法務省令で定める範囲に限定することができるようにするため、変更

案第15条（株主総会参考書類等の電子提供措置）第２項を新設するもの

であります。

(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（参考

書類等のインターネット開示）の規定は不要となるため、これを削除す

るものであります。

(4) 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであり

ます。なお、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２. 変更の内容

　　　変更の内容は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（下線部分は変更箇所を示しております。）

－ 44 －
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定款一部変更議案

現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等の電子提供措置）

（新　　設） 第15条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容で

ある情報について、電子提供措置

をとるものとする。

② 当会社は、電子提供措置事項のう

ち法務省令で定めるものの全部又

は一部について、議決権の基準日

までに書面の交付を請求した株主

に対して交付する書面に記載する

ことを要しないものとする。

附則

（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

（新　　設） 　　１ 変更前定款第15条（参考書類等の

インターネット開示）の規定の削

除及び変更後定款第15条（株主総

会参考書類等の電子提供措置）の

規定の新設は、会社法の一部を改

正する法律（令和元年法律第 70 

号）附則第１条ただし書きに規定

する改正規定の施行の日である

2022年9月1日（以下「施行日」と

いう）から効力を生ずるものとす

る 。

２ 前項の規定にかかわらず、施行日

から6か月以内の日を株主総会の

日とする株主総会については、変

更前定款第15条（参考書類等のイ

ンターネット開示）は、なお、効

力を有する。

３ 本附則は、施行日から6か月を経

過した日又は前項の株主総会の日

から3か月を経過した日のいずれ

か遅い日後にこれを削除する 。

－ 45 －
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取締役選任議案

候補者

番　号

氏 名

（生 年 月 日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

１

あら

新

 

　
い

井

 

　
かつ

健

 

　
とし

資

(1968年12月２日生)

1993年４月 株式会社三和銀行（現　株式会

社三菱ＵＦＪ銀行）入行

1997年９月 衆議院議員古川元久事務所秘書

1999年２月 ベイン・アンド・カンパニー・

ジャパン・インク入社

2004年８月 株式会社リクルート（現　株式

会社リクルートホールディング

ス）入社

2012年６月 株式会社やすらぎ（現　株式会

社カチタス）入社

代表取締役社長（現任）

2016年３月 株式会社リプライス代表取締役

会長

2017年３月 株式会社リプライス代表取締役

社長（現任）

279,313株

第２号議案　取締役７名選任の件

現在の取締役９名（うち社外取締役３名）全員は、本株主総会終結の時をも

って任期満了となります。

つきましては、取締役会において、より機動的な意思決定を行うため、２名

を減員し、取締役７名（うち社外取締役３名）の選任をお願いするものであり

ます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

（株式数は2022年３月31日現在）
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取締役選任議案

候補者

番　号

氏 名

（生 年 月 日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

２

よこ

横

 

　
た

田

 

　
かず

和

 

　
ひと

仁

(1967年10月29日生)

1988年４月 株式会社リクルート（現　株式

会社リクルートホールディング

ス）入社

2006年10月 株式会社キャリアデザインセン

ター　代表取締役副社長

2012年８月 株式会社やすらぎ（現　株式会

社カチタス）入社　管理本部長

2016年３月 株式会社リプライス取締役

（現任）

2017年６月 当社取締役管理本部長兼総務部

長

2020年４月 当社取締役管理本部長（現任）

231,260株

３

うし

牛

 

　
じま

嶋

 

　
たか

孝

 

　
ゆき

之

(1984年１月30日生)

2008年４月 株式会社ワイキューブ入社

2009年５月 株式会社ライク（現　株式会社

リプライス）入社

2014年８月 同社取締役営業部長

2017年４月 同社取締役副社長兼営業企画部

長

2017年６月 当社取締役（現任）

2019年４月 株式会社リプライス取締役副社

長兼営業部長（現任）

50,931株

－ 47 －
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候補者

番　号

氏 名

（生 年 月 日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

４

しら

白

 

　
い

井

 

　
とし

俊

 

　
ゆき

之

(1955年12月21日生)

1979年４月 株式会社ニトリ（現　株式会社

ニトリホールディングス）入社

2001年５月 同社取締役

2010年５月 同社取締役専務執行役員

2012年５月 NITORI USA,INC.　取締役

2014年５月 株式会社ニトリホールディング

ス　代表取締役副社長

株式会社ニトリ　代表取締役社

長

株式会社ニトリファシリティ

代表取締役社長

2015年５月 株式会社ホームロジスティクス

代表取締役会長

2016年２月 株式会社ニトリホールディング

ス　代表取締役社長（現任）

2017年３月 似鳥（中国）投資有限公司

董事長

株式会社ホーム・デコ　代表取

締役会長

2017年４月 似鳥（太倉）商貿物流有限公司　　　　　　

董事長

2017年５月 当社取締役（現任）

2018年12月 株式会社Ｎプラス　取締役（現

任）

2019年３月 株式会社ニトリファニチャー　　　　　　　

取締役（現任）

2020年２月 株式会社ニトリ　取締役（現

任）

2020年３月 株式会社ニトリパブリック

取締役（現任）

2020年７月 株式会社ホームロジスティクス

取締役（現任）

－株

－ 48 －
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取締役選任議案

候補者

番　号

氏 名

（生 年 月 日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

５

くま

熊

 

　
がい

谷

 

　
せい

聖

 

　
いち

一

(1952年２月４日生)

社外取締役候補者

1974年４月 株式会社住友銀行（現　株式会

社三井住友銀行）入行

1995年１月 日本経営合理化協会入社

2001年４月 同事務局長兼理事

2002年１月 当社社外監査役

2002年８月 株式会社アスコット　社外監査

役

2006年４月 日本経営合理化協会専務理事

一般財団法人夢チャレンジ財団

評議員（現任）

2006年７月 株式会社YUTORI債権回収　監査

役

2010年４月 当社社外取締役（現任）

2013年４月 日本経営合理化協会経営研究所

所長

株式会社荻野屋社外取締役（現

任）

2017年３月 株式会社ヘリックスジャパン

社外取締役（現任）

2017年12月 株式会社アスコット　顧問

2018年４月 株式会社ヴェスパー　社外取締

役（現任）

2018年10月 株式会社さくら経営　社外取締

役（現任）

2018年11月 日本印刷株式会社　代表取締役

社長（現任）

2019年８月 イニシアス株式会社　社外監査

役（現任）

－株

６

つくだ

佃

 

　

 

　
ひで

秀

 

　

 

　
あき

昭

(1964年１月20日生)

社外取締役候補者

1986年４月 株式会社三和銀行（現　株式会

社三菱UFJ銀行）入行

1999年１月 マクラガンパートナーズアジア

インク入社

2000年８月 エゴンゼンダー株式会社入社

2006年１月 同社パートナー

2010年11月 同社代表取締役社長

2015年１月 同社グローバル経営委員会委員

2018年９月 株式会社産業革新投資機構

代表取締役専務COO（非常勤）

2018年11月 株式会社ボードアドバイザーズ

ジャパン（現　株式会社ボード

アドバイザーズ）　代表取締役

社長（現任）

2019年６月 当社社外取締役（現任）

3,000株
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取締役選任議案

候補者

番　号

氏 名

（生 年 月 日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

７

す

須

 

　
とう

藤

 

　
み

実

 

　
わ

和

(1963年８月17日生)

社外取締役候補者

1988年４月 株式会社博報堂入社

1991年10月 アーサー・アンダーセン（現

有限責任あずさ監査法人）入所

1996年10月 シュローダー・ピーティヴィ・

パートナーズ株式会社（現　株

式会社MKSパートナーズ）入社

1997年11月 ベイン・アンド・カンパニー入

社

2006年４月 株式会社プラネットプラン設立

代表取締役（現任）

2008年４月 慶応義塾大学大学院政策・メデ

ィア研究科　特任教授

2012年５月 株式会社じげん　社外取締役

2016年６月 株式会社エー・ディー・ワーク

ス　社外取締役（監査等委員）

2017年６月 公益財団法人日本バレーボール

協会　理事（現任）

2018年３月 株式会社アシックス　社外監査

役

2019年４月 慶応義塾大学大学院政策・メデ

ィア研究科　特任教授（現任）

2020年３月 株式会社アシックス　社外取締

役（監査等委員）（現任）

2021年６月 当社社外取締役（現任）

公益財団法人日本オリンピック

委員会理事（現任）

－株

（注）１. 当社は、白井俊之氏が所属している株式会社ニトリホールディングスとの間

で、資本（当社の発行済株式総数の34.0％（議決権比率ベースでは34.6％を所

有））・業務提携契約を締結しており、同社は当社の特定関係事業者でありま

す。その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２. 熊谷聖一氏、佃秀昭氏および須藤実和氏の３名は、社外取締役候補者でありま

す。

３. 取締役候補者（社外取締役候補者を除く）の選任理由

① 新井健資氏につきましては、当社の代表取締役社長として当社グループの

経営を牽引し、経営の重要事項の決定及び業務執行に対する監督など当社

の企業価値向上に資するべく適切な役割を果たしており、今後においても

更なる貢献が見込まれることから、取締役として選任をお願いするもので

あります。同氏の当社取締役就任期間は、本総会終結の時をもって10年で

あります。
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取締役選任議案

② 横田和仁氏につきましては、当社の管理部門の取締役として経営の重要事

項の決定及び業務執行に対する監督など当社の企業価値向上に資するべく

適切な役割を果たしており、今後においても更なる貢献が見込まれること

から、取締役として選任をお願いするものであります。同氏の当社取締役

就任期間は、本総会終結の時をもって５年であります。

③ 牛嶋孝之氏につきましては、当社グループの株式会社リプライスの副社長

として同社を牽引するとともに、当社の取締役として経営の重要事項の決

定など当社の企業価値向上に資するべく適切な役割を果たしており、今後

においても更なる貢献が見込まれることから、取締役として選任をお願い

するものであります。同氏の当社取締役就任期間は、本総会終結の時をも

って５年であります。

④ 白井俊之氏につきましては、株式会社ニトリホールディングスの代表取締

役社長として、今まで培ってきた経営に関する豊富な知識・経験等を当社

の経営に活かしていただくため、非業務執行の取締役として選任をお願い

するものであります。同氏の当社取締役就任期間は、本総会終結の時をも

って５年１ヶ月であります。

４. 社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要

① 熊谷聖一氏につきましては、日本印刷株式会社の代表取締役社長として、

経営全般に関しての豊富な知識・経験等を有しており、引き続き当該知

識・経験等を活かして特に住宅市場における戦略及び財務に関する分野に

ついて専門的な観点から取締役の職務執行に対する監督、助言等いただく

ことを期待したためであります。同氏の当社社外取締役就任期間は、本総

会終結の時をもって12年２ヶ月であります。

② 佃秀昭氏につきましては、株式会社ボードアドバイザーズの代表取締役社

長として、経営全般に関しての豊富な知識・経験等を有しており、引き続

き当該知識・経験等を活かして特にＥＳＧ及び人材活用の分野について専

門的な観点から取締役の職務執行に対する監督、助言等いただくことを期

待したためであります。また、同氏が選任された場合は、指名・報酬委員

として当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立

的立場で関与いただく予定です。同氏の当社社外取締役就任期間は、本総

会終結の時をもって３年であります。

③ 須藤実和氏につきましては、公認会計士としての専門的見地並びに企業・

ビジネスの研究実績及び戦略コンサルティング活動を通じた豊富な知識・

経験等を有しており、当該知識・経験等を活かして特にマーケティング及

び企業経営について専門的な観点から取締役の職務執行に対する監督、助

言等いただくことを期待したためであります。同氏の当社社外取締役就任

期間は、本総会終結の時をもって１年であります。

５. 白井俊之氏は、当社の特定関係事業者であります株式会社ニトリホールディ

ングスより過去２年間に役員としての報酬等を受けており、今後も受ける予

定であります。

６. 当社は、熊谷聖一氏、佃秀昭氏及び須藤実和氏を東京証券取引所の定めに基

づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。３氏の再任が承

認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

７. 当社は、白井俊之氏、熊谷聖一氏、佃秀昭氏及び須藤実和氏との間で会社法

第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会

社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、４氏の再任が承認
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候補者
番　号

氏　　名

取締役候補者が有している専門性と経験

会社

経営
人事

営業・マ

ーケティ

ング

法務・リ

ス ク マ

ネ ー ジ

メント

ＥＳＧ

会計 ・

フ ァ イ

ナンス

ＩＴ

デジタル

建築・業

界経験

１ 新井　健資 ● ● ●

２ 横田　和仁 ● ● ●

３ 牛嶋　孝之 ● ● ●

４ 白井　俊之 ● ● ●

５ 熊谷　聖一 ● ● ●

６ 佃　　秀昭 ● ● ●

７ 須藤　実和 ● ● ●

番号 氏　　名

【ご参考】現任監査役が有している専門性と経験

会社

経営
人事

営業・マ

ーケティ

ング

法務・リ

ス ク マ

ネ ー ジ

メント

ＥＳＧ

会計 ・

フ ァ イ

ナンス

ＩＴ

デジタル

建築・業

界経験

１ 早瀬　敏希 ● ● ●

２ 福田　　述 ● ●

３ 市川　祐生 ● ●

４ 角田　朋子 ● ● ●

された場合は、４氏との当該契約を継続する予定であります。

８. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償

責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の19

頁に記載のとおりです。取締役候補者の選任が承認されますと、当該保険契

約の被保険者に含められることとなります。

また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しており

ます。

（ご参考）

取締役候補者の専門性と経験（スキルマトリックス）

－ 52 －
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補欠監査役選任議案

候補者

番　号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、地位、及び重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

１

なか

中

 

　
にし

西

 

　
のり

德

 

　
ゆき

之

(1964年12月７日生)

1991年４月 共同石油株式会社（現　ENEOS

株式会社）入社

1999年６月 株式会社ワセダ入社

2003年３月 株式会社ベネック入社

2008年９月 株式会社やすらぎ（現　株式会

社カチタス）入社

2010年６月 当社総務部総務人事課長

2011年６月 当社執行役員総務部部長

2011年11月 当社執行役員管理部長（現任）

37,600株

２

ふく

福

 

　
しま

島

 

　かなえ

(1974年３月30日生)

補欠の社外監査役候補者

1998年４月 最高裁判所司法研修所入所

2000年４月 東京地方裁判所判事補任官

2004年８月 横浜地方・家庭裁判所小田原支

部判事補

2005年４月 那覇家庭・地方裁判所判事補

2008年４月 東京地方裁判所判事補

2010年４月 東京地方裁判所判事

2012年４月 神戸地方裁判所判事

2014年４月 東京高等裁判所判事

2016年４月 司法研修所教官

2019年４月 宇都宮・清水・陽来法律事務所

入所（現任）

2020年６月 株式会社ソラスト補欠監査役

（現任）

2021年６月 当社補欠監査役（現任）

－株

第３号議案　補欠監査役２名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監

査役２名の選任をお願いしたいと存じます。

なお、候補者中西德之氏は現任の常勤監査役早瀬敏希氏の補欠として、候補

者福島かなえ氏は社外監査役の補欠として選任をお願いするものであります。

また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

（株式数は2022年３月31日現在）

（注）１. 中西德之氏及び福島かなえ氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。

２. 福島かなえ氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３. 補欠監査役候補者の選任理由

① 中西德之氏を補欠の監査役候補者とした理由は、総務・法務などの管理分

野における豊富な経験と幅広い見識を監査に活かしていただくためであり

ます。

② 福島かなえ氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、裁判官出身の弁護

士としての専門的な知識と経験を当社の監査に活かしていただくためであ

ります。なお、同氏は、会社経営に直接関与した経験はありませんが、上
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補欠監査役選任議案

記の理由により、社外監査役として、その職務を適切に遂行できるものと

判断しております。

４. 当社は、中西德之氏及び福島かなえ氏が監査役に就任した場合は、両氏との間

で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限

度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任

保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の19頁に記

載のとおりです。中西德之氏及び福島かなえ氏が監査役に就任した場合、両氏

は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

６. 福島かなえ氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしてお

り、同氏が監査役に就任した場合は、独立役員として指定する予定でありま

す。
以　上
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地図

新型コロナウイルス感染拡大防止への対応について
〈株主様へのお願い〉
・感染リスクを避けるため、株主総会当日のご来場はお控えをいただき、書面又はインター
ネット等による議決権行使を強くご推奨申しあげます。

・感染による影響が大きいとされるご高齢や基礎疾患のある株主様、妊娠中の株主様は特に
慎重なご判断をお願いします。

〈来場される株主様へのお願い〉
・ご来場の株主様におかれましては、ご自身の体調をお確かめのうえ、マスク着用などの感
染予防にご配慮いただきますようお願い申しあげます。

〈当社の対応について〉
・本株主総会会場におきましては、株主総会当日の状況に応じて、運営スタッフのマスク着
用など、感染予防措置を講じてまいります。なお、会場の席数が限られており、ご入場い
ただけない場合がございますので予めご了承ください。

　今後、株主総会当日までの状況変化とその対応につきましては、当社のウェブサイトにて
お知らせいたします。〈当社ウェブサイト　http://katitas.jp〉

　株主の皆様のご理解並びにご協力をお願い申しあげます。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

アルカディア市ヶ谷（私学会館）５階「穂高」

東京都千代田区九段北４丁目２番25号

TEL 03－3261－9921

日
本
テ
レ
ビ
通
り

地下鉄

靖国通り

アルカディア市ヶ谷

正面玄関

靖国通り側出入口

ＪＲ　中央･総
武線（各駅停車

）

市ヶ谷プラザ

日本大学
本部

外濠

市
ヶ
谷
橋

Ｊ
Ｒ

市
ヶ
谷
駅

三菱UFJ
銀行

　新宿方面

外堀通り

九段下方面　

りそな銀行

南
北
線

有
楽
町
線

地下鉄

市ヶ谷駅

交
番

都営新宿線
　四ッ谷

方面

地下鉄

飯田橋方面　

みずほ銀行

九段南四

（エレベーター）１出口 Ａ１

Ａ４出口

交通アクセス

・東京メトロ有楽町線・南北線　市ヶ谷駅（１またはＡ１）出口から徒歩２分

・都営地下鉄新宿線　市ヶ谷駅（Ａ１またはＡ４）出口から徒歩２分

・ＪＲ中央・総武線（各駅停車）市ヶ谷駅から徒歩２分


